
別紙１：リスク分担表

 

市 事業者

共
通
事
項

入札手続リスク 募集要項、入札手続等の誤り及び市の事由による内容の変更等 ○  

契約リスク

○

事業者の事由による契約の未締結等  ○

法令変更リスク
本事業に直接の影響を及ぼす法制度の変更等 ○  

上記以外の法制度の変更等  ○

第三者賠償リスク
市の行為、指図、提示条件等を直接の原因とする本事業期間中の事故等 ○  

リスクの負担者

リスクの種類

消費税変更リスク 消費税の変更 ○  

税制変更リスク

本事業に直接の影響を及ぼす税制度の変更等 ○  

事業者の利益に課される税制度や一般的な税制度の変更等（法人税率等）  ○

リスクの各項目

リスクの内容

市の事由による契約の
未締結等 その他の場合

基本協定締結前に予算措置がされなかった場合

○

上記以外の事故等（騒音、振動、臭気、廃棄物等に関係するものも含む）  ○

許認可リスク
市の事由による許認可等の取得遅延 ○  

上記以外の許認可等の取得遅延  ○

環境リスク
市に起因する環境の悪化 ○  

事業者に起因する環境の悪化  ○

住民対応リスク

本事業の実施そのものについての地域合意形成 ○  

事業者が実施する調査、設計、施工に起因する住民対応（苦情等への対応を含む）  ○

物価変動リスク

インフレ、デフレ（物価変動）による本事業の費用増減（一定範囲超過部分） ○  

インフレ、デフレ（物価変動）による本事業の費用増減（一定範囲内）  ○

保険リスク 施工等のリスクをカバーする保険 ○

○金利変動リスク 金利変動による本事業の費用増減

安全確保リスク 施工等に際しての安全性の確保  ○

設計リスク

市が提供した測量・調査資料に関係するもの ○  

事業者が実施した測量・調査に関係するもの  

不可抗力リスク
戦争、風水害、地震等のうち通常予見可能な範囲外のものによる本事業の内容の変更、延
期・中止等

○ △

債務不履行リスク

市の債務不履行等、発注者の事由による本事業の延期・中止等 ○  

事業者の債務不履行、事業破綻及び事業放棄等、受注者の事由による本事業の延期・中止
等

 ○

調
査
・
設
計
・
施
工

測量・調査リスク

用地リスク

工事遅延・工事費増大
リスク

施工管理リスク

 ○

要求水準未達・不適合（工事の瑕疵、施工不良を含む）による改修  

土壌汚染、地下埋設物（既存資料による把握・予測が不可能なもの）に関係する ○  

地下埋設物（既存資料による把握・予測が可能なもの）に関係するもの  ○

本事業の遂行に必要な資材置き場、仮設道路等の確保  ○

※ 「○」＝主負担、「△」＝従負担（不可抗力におけるリスク分担は、一定程度の範囲までは受注者が 負担し、それ以上は発注者が負担する。）

○

工事監理の瑕疵に関するもの ○

工事の現場管理に関するもの  ○

○

市の事由（基本計画や条件等の大幅な変更等）による本事業の設計等の完了遅延、設計費
の増大等

○  

事業者の事由（提案の不備、詳細設計の不備等）による本事業の設計等の完了遅延、設計
費の増大等

 ○

引渡前損害リスク 完成後、引渡前に発生した本事業の対象となる施設についての損害等  ○

要求性能リスク

市の事由（発注者による設計変更や関連事業の遅延等）及び予測困難な地下埋設物の撤
去・移設等による工事の遅延、工事費の増大等

○  

事業者（詳細設計の瑕疵等）の事由による工事の遅延、工事費の増大等


